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Ⅰ 序
債務引受とは債務の同一性を維持したまま債務者が交替することであ
る｡ 我が国の民法にはまだ明文の規定は設けられていない｡ 債務引受に
は免責的債務引受と併存的債務引受があり, いずれについても判例も古
くからその必要性を承認している｡ 現代では, とりわけ併存的債務引受
の用例が多く法人の決済スキームとして広く採用されるかどうかのレベ
ルにまで達している
(１)
｡ こうした状況を受けて, 民法 (債権関係) の改正
中京法学巻２・３号 (年) ()
論 説
(１) 池田真朗 ｢債務引受と契約譲渡―世界の立法動向と我が国の課題―｣ 金
法号	頁以下, 
頁参照｡
によって, 債務の引受けの新設が決定された｡ すでに重要な制度である
と承認されている債務引受の積極的な運用に向けた優れた研究が行われ,
その重要性が広く認識されている
(２)
｡ 現在では, アジア諸国においても債
務引受が立法化されており, 我が国の法制度の立ち遅れを指摘する見解
もある
(３)
｡
筆者は, 免責的債務引受の法構造に着目し, 引受人の抗弁権の援用に
ついて論じた｡ その際に, ｢債権者と引受人との間の契約によって成立
する債権者型契約｣ と ｢引受人と旧債務者との間の合意及び債権者の追
認によって成立する債務者型契約｣ の二つのパターンの存在を紹介し,
両契約の成立要件の整合性を維持すべきとする観点から債権者の関与の
重要性を主張した
(４)
｡ さらに, 併存的債務引受における引受人の抗弁権の
援用の可能性を論じ, 免責的債務引受との横断的研究を目的とする基礎
作業を行った
(５)
｡
なお, 前述のとおり債務引受は債権法改正の対象とされており一個の
独立した, かつ, 条文に規定される制度として運用されることが予定さ
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
(２) 中央大学の遠藤研一郎教授が ｢担保のための併存的債務引受 (担保的債
務加入) 契約の有効性に関する一考察 (上) (下)｣ 新報第巻において,
併存的債務引受について免責的債務引受との連続性も留意する形で担保と
しての意義を明らかにした｡ さらに, 池田真朗教授が ｢債務引受と債権譲
渡・差押の競合― 一括決済方式における債権譲渡方式と併存的債務引受
方式の比較を契機に｣ 法研第巻において, 遠藤教授が ｢債務引受のため
の対抗要件制度の導入可能性｣ 新報第巻などがある｡
(３) 池田・前掲注 (１) 頁参照｡
(４) 拙稿 ｢免責的債務引受における引受人の抗弁権・ドイツ法の議論を中心
に｣ 六甲台論集第巻第２号参照｡ とりわけ債務者型契約の性質につき処
分説と申込み説の対立があり, 処分説では債権者型契約の当事者を債権者
と引受人と, 債務者型契約の当事者を債務者と引受人とするが, 申込説で
は債務者型契約における債権者の追認を (債務引受の申込みに対する) 追
認であると再構成し, (債務者型契約と同じく) 引受人と債権者であると
している｡
(５) 拙稿 ｢併存的債務引受における引受人の抗弁権―債務者型契約を中心に―｣
『財産法の新動向 (平井一雄先生喜寿記念)』 (信山社, 	
	年) 参照｡
れている｡ 改正法案によると, 免責的債務引受及び併存的債務引受それ
ぞれに, 債権者型契約と債務者型契約の２つの成立パターンを認め (改
正案条～条
(６)
), 併存的債務引受の債務者型契約につき, 第三者の
中京法学巻２・３号 (年) ()
(６) 加賀山茂編 ｢民法 (債権関係) 改正法案の [現・新] 条文対照表｣ (信山
社, 年) を参考にした｡ 第条 (併存的債務引受の要件及び効果)
①併存的債務引受の引受人は, 債務者と連帯して, 債務者が債権者に対し
て負担する債務と同一の内容の債務を負担する｡ ②併存的債務引受は, 債
権者と引受人となる者との契約によってすることができる｡ ③併存的債務
引受は, 債務者と引受人となる者との契約によってもすることができる｡
この場合において, 併存的債務引受は, 債権者が引受人となる者に対して
承諾をした時に, その効力を生ずる｡ ④前項の規定によってする併存的債
務引受は, 第三者のためにする契約に関する規定に従う｡ 第条 (併存
的債務引受における引受人の抗弁等) ①引受人は, 併存的債務引受により
負担した自己の債務について, その効力が生じた時に債務者が主張するこ
とができた抗弁をもって債権者に対抗することができる｡ ②債務者が債権
者に対して取消権又は解除権を有するときは, 引受人は, これらの権利の
行使によって債務者がその債務を免れるべき限度において, 債権者に対し
て債務の履行を拒むことができる｡ 第条 (免責的債務引受の要件及び
効果) ①免責的債務引受の引受人は債務者が債権者に対して負担する債務
と同一の内容の債務を負担し, 債務者は自己の債務を免れる｡ ②免責的債
務引受は, 債権者と引受人となる者との契約によってすることができる｡
この場合において, 免責的債務引受は, 債権者が債務者に対してその契約
をした旨を通知した時に, その効力を生ずる｡ ③免責的債務引受は, 債務
者と引受人となる者が契約をし, 債権者が引受人となる者に対して承諾を
することによってもすることができる｡ 第条の２ (免責的債務引受に
おける引受人の抗弁等) ①引受人は, 免責的債務引受により負担した自己
の債務について, その効力が生じた時に債務者が主張することができた抗
弁をもって債権者に対抗することができる｡ ②債務者が債権者に対して取
消権又は解除権を有するときは, 引受人は, 免責的債務引受がなければこ
れらの権利の行使によって債務者がその債務を免れることができた限度に
おいて, 債権者に対して債務の履行を拒むことができる｡ 第条の３
(免責的債務引受における引受人の求償権) 免責的債務引受の引受人は,
債務者に対して求償権を取得しない｡ 第条の４ (免責的債務引受によ
る担保の移転) ①債権者は, 第条第１項の規定により債務者が免れる
債務の担保として設定された担保権を引受人が負担する債務に移すことが
できる｡ ただし, 引受人以外の者がこれを設定した場合には, その承諾を
ためにする契約に関する規定に従う旨を定めている｡ 今後の債権法にとっ
て重要な法制度であるにもかかわらず, 併存的債務引受がいかなる成立
要件を必要とし, どの当事者が関与することで成立するのか, さらには
それらと免責的債務引受, あるいは契約上の地位の移転との横断的研究
はなおも重要な課題として残されている
(７)
｡
この問題の解決に強く関心を寄せた理由は, 近時の過払金返還訴訟に
おいて過払金返還債務の引受けの成否が争われたことにある｡ すなわち,
過払金返還請求訴訟数の増加に伴う消費者金融会社の経営の悪化が事業
再編に繋がり, 過払金返還債務の引受けが危ぶまれ, 新しい事業主に過
払金返還債務が承継されるかが多くの裁判で争われた｡ これは過払金返
還請求権者である債権者保護の観点からも非常に重要である｡ 筆者は,
債権者は債務引受の契約当事者の一員であるとすることが望ましく, 少
なくともその意思的関与を必要とする考えを持っていた｡ しかし, 過払
金返還債務の承継を回避するという問題はまさに, 契約当事者は誰であ
るのかとの点と, 当事者としてあるべき債権者が不意打ち的な不利益を
甘受することの是非及び債務引受の法的性質及び当事者の関与のあり方
という点につき考察を要すると感じた｡
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例は, とりわけ平成年から
年に集中し, 特に第三者のためにする契約としての併存的債務引受の
成立を肯定した最高裁平成年９月日判決と, 債権者である過払金返
還請求権者の関与の不存在を理由に併存的債務引受の成立を否定した最
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
得なければならない｡ ②前項の規定による担保権の移転は, あらかじめ又
は同時に引受人に対してする意思表示によってしなければならない｡ ③前
二項の規定は, 第条第１項の規定により債務者が免れる債務の保証を
した者があるときについて準用する｡ ④前項の場合において, 同項におい
て準用する第１項の承諾は, 書面でしなければ, その効力を生じない｡ ⑤
前項の承諾がその内容を記録した電磁的記録によってされたときは, その
承諾は, 書面によってされたものとみなして, 同項の規定を適用する｡
(７) 池田・前掲注 (１) 頁参照｡
高裁平成年６月日判決に非常に重要な問題が含まれている｡ 最高裁
判所が債務の引受けを肯定した点が重要であることは言うまでもないが,
両判決の結論の相違は, 債務の引受けがいかなる法的性質を備え, 誰が
当事者として成立に関わるのかという問題点の存在を浮き彫りにしてい
る｡ そのためこの点については, さらに理解を深める必要がある｡ そこ
で, 次の二点に取り組むための基礎作業として, 最高裁判所がそれぞれ
の裁判において債務引受につき, どのような論理構成で判断を下したの
かにつき明らかにする｡
第一に, 日本法における第三者のためにする契約と債務引受の関係に
ついての法状況を明らかにし, わが国が債務引受についていかなる法的
性質の制度として活用してきたのかをあらためて根本的に解明及び債務
引受の要件を再検討することである｡ それにとどまらず日本法の母法と
されるドイツ民法における同種の問題に関する判例及び学説の状況の調
査も必須である｡ このような調査の結果得られたものを比較・検討する
ことで, 要件・法的性質面を中心とした制度面の精度を高めている｡
第二に, 債務引受と契約当事者の地位の移転との関連性についても解
明することである｡ 現象が過払金返還訴訟という点では, 一過性の特殊
事案であることは否めないが, 債務引受と契約上の地位の移転の問題は
理論面において根本的に取り組むべき問題である
(８)
｡
これらは非常に大きなテーマであるため, 本稿では最高裁平成年３
月日判決から平成年６月日判決を紹介し, 過払金返還債務の承継
問題において債務引受が承認された事案とそうではない事案を紹介し,
債務引受と第三者のためにする契約との関係性の解明を視野に入れて,
それぞれの最高裁判例の論理構成の相互関係を明らかにする｡
以下において, まず過払金返還請求訴訟に至る状況につき簡単に紹介
し (Ⅱ・以下本号), 過払金返還債務の承継をめぐる最高裁判例を整理
中京法学巻２・３号 (	年) ()
(８) 池田・前掲注 (１) 頁参照｡
し (Ⅲ), 最高裁判例それぞれの論理構成につき比較検討を試みる (Ⅳ)｡
Ⅱ 過払金返還債務の承継に至る背景
一 過払金返還請求訴訟に至る背景
１ 旧利息制限法と旧貸金業の規制等に関する法律
本稿の検討対象である過払金返還債務の承継の問題が発生するに至る
までの問題として, 過払金返還訴訟の発生した経緯につき触れておく｡
そもそも, まず昭和年に出資法の改正と貸金業法の制定があり, 貸
付業者による貸付けが規制された｡ これにより, 利息制限法に定められ
る利率を超過する利息の支払が一定の要件のもとで認められるようになっ
た｡ 支払の任意性と書面交付等の手続きの遵守の２点である｡ 前者につ
いては, 旧利息制限法の１条２項で, 法定の利率を超える利息を任意に
支払うと返還を請求することはできないと定められており, 後者につい
ては, 旧貸金業法条で規定され, みなし弁済という制度が認められて
いた｡
みなし弁済とは, 金銭消費貸借契約上の利息の契約に基づき借主が貸
金業者に対し利息を任意に支払った場合に, 一定の要件の下でその超過
する部分の支払いを有効な利息の弁済とみなす制度であり, 旧貸金業法
条に規定されていた
(９)
｡ 制限利率を超過する利息を受け取ることを例外
として貸金業法が認めた趣旨としては, 貸金業法それ自体が貸金業者に
対して規制をかける一方で, 一定の要件を満たす場合には本来無効であ
るはずの利息の支払いを有効なものとしてみなすというメリットを与え
たものである
()
｡ このみなし弁済は, グレーゾーン金利を助長していた制
度で, これが社会的にも問題となり, 過払いの利息をめぐり, 争われる
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
(９) 名古屋消費者信用問題研究会編 ｢Ｑ＆Ａ過払金返還請求の手引き [第４
版]｣ (年) 	頁参照｡
() 前掲注 (９) ｢Ｑ＆Ａ｣ 	頁参照｡
ようになったと理解されている
()
｡
２ みなし弁済規定の廃止
みなし弁済が成立すると過払金返還請求は認められない場合もあり,
過払金の返還を争う訴訟が相次ぎ, 最高裁判例においては主にみなし弁
済の規定の要件を厳格に解すべきであるとの判断が相次ぎ, みなし弁済
の成立する局面が減少した｡ まず, 書面については旧貸金業法及び
条の規定する書面につき厳格に解する判決として, 現状で書面に返済期
間及び回数が記載されていないことが多く, 条書面の要件を満たして
いないことでみなし弁済の成立を否定した最一小判平成年月日民
集巻号頁, 条に規定する書面を債務者に交付しなければなら
ないとした最一小判平成年１月日民集	巻１号頁などがある
()
｡
次に, みなし弁済の要件として利息制限法制限を超える金銭を債務者
が任意に利息として支払ったことを要する｡ この点につき, 最高裁は最
二小判平成年１月	日民集
巻１号１頁において, 借主が法定利率を
超過する利息であることや損害金を定める約定が無効であると認識する
ことまでは必要とせず, ｢債務者が事実上にせよ強制を受けて利息の制
限額を超える額の金銭の支払いをした場合には制限超過部分を自己の自
由な意思によって支払ったものということはできず, 	条１項の適用要
件を欠く｣ と示し, 期限の利益喪失特約につき利息制限法１条１項の趣
中京法学巻２・３号 (年) ()
() 中田裕康 ｢判批 (最判平成	年３月日)｣ 金法号
	頁以下参照｡ な
お, 旧法	条の書面要件を厳格に解するものとして, 最一小判平成年１
月日民集	巻１号頁, 最二小判平成
年２月日民集巻２号	頁,
最一小判平成年月日民集巻号頁, 最三小判平成年１月
日民集
巻１号	頁, 借主が事業者に対して過払金の返還を求めた事案
につき, 最高裁判例の判決は借主を保護する事例が見られるようになり,
保証料とみなし利息にあたる (最二小判平成年７月日民集巻７号
頁) とするものなど利息制限法の趣旨に照らす事案がある｡
() 前掲注 (９) ｢Ｑ＆Ａ｣ 頁参照｡
旨に反し無効であるとし, この期限の利益喪失特約が制限超過部分の支
払いの事実上の強制に繋がるため, みなし弁済の要件を欠くと示した
()
｡
このように, この最二小判平成年１月日を受けて貸金法制度が抜
本的に改革された
()
｡ すなわち利息制限法１条２項及び４条２項の廃止,
出資法の刑罰金利の引き下げ, 貸金業法条のみなし弁済規定の廃止
(平成年６月日施行) などであり
()
, グレーゾーン金利が廃止された｡
その結果, 貸金業者の経営が圧迫されたことになる
()
｡
他方, 前述の高金利による違法な貸付けの問題が社会で問題視されて
いた一方で
(	)
, バブル崩壊後の

年代後半には過剰債務が原因で企業自
体における事業再編がなされた
()
｡
貸金業者に対する過払金返還請求訴訟においては, 過払いに陥ってい
る状況を証明することができさえすれば借主が勝訴できるため, 訴訟数
が増加し
(
)
, 貸金業者の経営状況が圧迫され経営的に厳しい立場に置かれ
たことが容易に推測される｡ 消費者金融業界では銀行や外国資本の参入
に加え, 過払金返還訴訟の増加に伴い, 貸金業者の倒産あるいは廃業な
ど破綻による整理も行われていた｡ 貸金業者は様々な手法を用いて (合
併, 事業譲渡, 会社分割, 債権譲渡), 業界の再編を試みた
()
｡ 貸金業者
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
() 最二小判平成年１月日の評釈としては次のものがある｡ 小野秀誠・
ジュリ号	頁 (平成年度重要判例解説) 以下, 別ジュリ号 (民
法判例百選２債権等７版) 頁以下, 古田克己・金商号頁以下な
どがある｡
() 中田・前掲注 () 頁参照｡
() 前掲注 (
) ｢Ｑ＆Ａ｣ ９頁参照｡
() 野澤正充 ｢企業の再編と契約譲渡｣ 金法


号	頁以下参照｡
(	) 中田・前掲注 () 頁参照｡
() 野澤・前掲 () 	頁参照｡
(
) 今尾真 ｢判批 (最判平成年３月日)｣ 判評号頁以下頁, 中
田・前掲注 () 頁参照｡
() 野澤正充 ｢判批 (最判平成年３月日)｣ リマークス号頁参照｡
野澤・前掲注 () にも指摘されるが, 合併及び会社分割では権利義務が法
律上当然に包括的に承継されるため, 個々の移転のための行為は不要である
の大規模な破綻もみられる中で破綻処理のプロセスの中で過払金返還請
求権が失効する可能性も懸念された
()
｡
二 過払金返還債務の承継問題の発生
貸金業者が事業譲渡や債権譲渡の方法を用いて事業再編を行う場合,
広く一般な理解として, 契約上の地位の移転との関わりが問題となる｡
債権譲渡においては, 債権のみが単独で譲受人である新たな事業者へ移
転するため, 債権者が負担している債務も当然に承継されるとは考え難
い｡ また, 事業譲渡においては, 特段の契約上の定めがない限り営業に
属する一切の財産は譲受人に移転すべきものと推定され
()
, どの資産が譲
渡の対象であり, どの債務が承継されるかについてはその契約の相手方
との個々の同意を要するが, 一般的に資産及び債務それぞれ個々に移転
及び承継の手続を要すると理解されている
()
｡
貸金業者の事業再編などによって貸金債権が合併や事業譲渡で譲受人
に移転しても, すでに過払いに陥っている時, 承継前の譲渡業者に対す
る過払金返還債務を承継後の譲受業者に請求できるかどうかが問題となっ
ている
()
｡
譲渡業者が既に破綻あるいは無資力化しているとするならば, このよ
うな譲渡業者に対して過払金返還を求めたとしてもそれを実現すること
は不可能である｡ また, 過払金返還請求権を切捨て譲受会社の負担を軽
中京法学巻２・３号 (年) ()
とされている (神田秀樹 『会社法 [第版]』 頁 (弘文堂,年)｡ ま
た, 江頭憲治郎 『株式会社法 [第４版]』 	頁, 	頁脚注 (１) (有斐閣,
年) も存続会社・新設会社は, 合併により消滅会社の権利義務を一般
継承するので, 消滅会社・従業員間の雇用契約等の継続的法律関係も, 合
併に際し特段の合意がない限り, 存続会社・新設会社に承継されるとする｡
() 小野秀誠 ｢判批 (最判平成年９月日)｣ 判評
号	頁以下, 頁
参照｡
() 最一小判昭和年月日判時	号頁
() 今尾・前掲注 () 
頁参照, 野澤・前掲注 (
) 
頁参照｡
() 小野・前掲注 () 頁以下参照, 今尾・前掲注 () 頁参照｡
減するためにこのような処理を行うこともあり
()
, 債務の承継がなされな
いとなると, 借主はどちらの業者に対しても過払金返還の権利を行使す
ることが不可能となり, 過払金返還請求権が事実上無意味となる｡ その
ため, 過払金返還請求権者である借主が, その請求権を譲受業者に対し
て行使すべきであるという価値判断 (借主の利益保護) が要請されるの
かが問題となる｡ 業者間の意思を重視するあまり借主の利益が無視され
ているとして借主保護に向けた法的理論の展開を指摘する見解もある
()
｡
他方で, 貸金債権の譲受業者の利益保護の要請も残る｡ すなわち, 財
産や債権を譲り受けたものの, 過払金返還債務という負のリスクを承継
するとなると, 経営再建や投下資本の回収による事業再編に深刻な影響
がでかねず, 業者間の合意内容を尊重する必要性もある
()
｡ このような流
れから過払金返還債務の承継の可否という問題が裁判において顕在化し
たといえる｡ 下級審においては非常に多くの判決が下されており, 以下,
その動向を紹介する｡
三 下級審裁判例の動向
下級審で過払金返還債務の承継が争われた訴訟の数は非常に多い｡ し
かし, 公式判例集に掲載されていないものも多く, 完全な動向を把握す
ることは困難であるが, 一定の全体的な傾向をまとめることは可能であ
る｡ 概ね, 次の五つの類型に分類することができよう｡ 合併, 事業譲渡,
契約上の地位の移転, 債権譲渡, 契約の切替えである
()
｡ 以下, 本稿では
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
() 小野・前掲注 () 	頁参照, 野澤・前掲注 () 頁参照｡
() 中田・前掲注 () 頁参照, 野澤・前掲注 () 頁参照｡
() 今尾・前掲注 (	) 頁参照｡
() 下級審の裁判例の紹介及び整理について詳細にまとめたものとして次の
ものがあり, 参考にした｡ 拙稿 ｢過払金返還債務の引受について｣ 中京法
学巻３･４合併号	頁以下, 澤野芳夫 ｢過払金返還請求訴訟における実
務的問題｣ 判タ

号頁, 須藤典明 ｢特集：過払金返還請求訴訟の現状
と課題｣ 判タ
号５頁, 後藤勇 ｢貸金業の規制等に関する法律について
事業譲渡, 債権譲渡及び切替えにおける過払金返還債務の承継に関する
下級審裁判例につき紹介する｡
(１) 事業譲渡
事業譲渡とは, 一定の事業目的のために組織化され, 有機的一体と機
能する財産 (得意先関係等の経済的価値ある事実関係含む) の全部又は
一部を譲渡し, これにより譲渡会社がその財産によって営んでいた事業
的活動の全部または重要な一部分を譲受人に受け継がせ, 譲渡会社がそ
の譲渡の限度に応じ, 法律上当然に同法条に定める競業避止義務を負
うものをいうとされている
()
｡ 事業譲渡によって移転する財産の範囲は事
業譲渡の当事者間の合意によって定められ, 一部を除外することも可能
である｡ しかしそれらの取り決めがない場合は, 事業に属する一切の財
産が移転したものと推定されることもありうる｡ 譲渡時点における既発
生債務は当然には承継されず, 譲渡会社と譲受会社間の債務引受の合意
がない限り承継はされないと解されている
()
｡
事業譲渡において, 過払金返還債務の承継が肯定された事案としては
次のものがある｡ ①東京高判平成年５月	日消費者法ニュース
号	
頁, ②大阪高判平成年８月日消費者法ニュース
号頁, ③名古屋
高判平成年７月１日消費者法ニュース	号	頁, ④東京地判平成年
９月	日消費者法ニュース
号頁などである｡
①②③判決では, 貸金債権と過払金返還債務が表裏一体の関係にある
ことを理由に, 譲受会社へ譲渡会社の地位の譲渡がなされたと構成し,
中京法学巻２・３号 (	年) ()
の最近の最高裁判例｣ 判タ
号	頁, 中村也寸志 ｢貸金業法条の要件
論等についての最高裁の判断｣ 判タ
号８頁, 柏森正雄 ｢過払金返還請
求訴訟事件における過払金返還債務の承継｣ 市民と法
号頁, 	号
頁, 遠藤研一郎 ｢営業譲渡, 債務譲渡に伴う債務承継に伴う一考察｣ 『財
産法の新動向』 (信山社, 年)｡
() 最大判昭和年９月日民集巻６号
頁｡
() 大隅健一郎 『商法総則 [新版]』 (有斐閣, 	年) 
頁以下参照｡
譲受会社は過払金返還債務を承継すると示した｡ まず①判決では, 貸金
債権とはみなし弁済が成立しない時は利息制限法による引き直し計算が
なされることで ｢過払金が生じ, 貸金業者がその返還債務を負う性質の
ものであるから, このような性質の債権債務は表裏一体の関係にあると
いうべきであ｣ るとして, 過払金返還債務を含む貸主の地位が譲渡され
たとして債務の承継を肯定した｡ 過払金返還債務不承継の合意について
は, 契約の経緯から, 不承継と判断するのは困難であり, 形式的な合意
であるとし, 承継の意思を認めた｡ 次に②判決では, 営業譲渡の経緯か
ら, 譲受人が債権を承継する意思を表示していることや, 営業譲渡にお
いて実際には過払金返還債務が発生するような事態であることを十分認
識することが可能であったこと, 譲受人の破産においてなんら返還の措
置を講じていないことなどから, 貸主の地位を移転したとみるべきであ
るとした｡ さらに④判決では, 譲渡会社の債務を承継しない旨の免責登
記を具備しているところ, 債務不承継の主張が訴え提起後１年以上経過
してから提出されており, 譲受会社が譲渡会社の商号のみならず, 商標
も用いていること, 譲渡会社が営業譲渡後に解散した点につき, 譲渡会
社から貸金債権を含む資産を譲り受けつつも過払金返還債務を免れてい
ることが疑わしく, 営業譲渡契約の詳細を含む説明がされない限り, 譲
受人による返還債務不承継の主張は, 信義則に違反すると評価した｡
他方, 過払金返還債務の承継を否定する事案としては次のものがある｡
⑤枚方簡判平成年月４日, ⑥札幌地室蘭支判平成年４月日など
である｡ ⑤判決は, 商号が続用され, かつ免責登記もなされた事例で,
事業譲渡契約において, 譲受会社の貸主たる地位を承継したとの認定も
なかったため承継の否定は信義則に違反しないと判断した｡ ⑥判決は,
営業債権の残高が存在することを前提に譲渡をしたものの, 残高がマイ
ナスであった場合において貸金債権の譲渡が無効である以上, 譲渡会社
の顧客に対する不当利得返還債務を承継することもないと示し, 債務の
承継を否定した｡
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
(２) 債権譲渡
債権譲渡とは, 債権の同一性を維持しながら契約によって債権を移転
することをいう
()
｡ 貸金債権が譲渡された場合にも, 過払金返還債務の承
継が争われた｡ それを肯定するものとして次のものがある｡ すなわち①
枚方簡判平成年３月日消費者法ニュース号頁, ②木津簡判平
成年４月８日消費者法ニュース号頁, ③大阪地判平成年６月
	日, ④大阪高判平成年３月５日消費者法ニュース
号

頁, ⑤名古
屋高判平成年４月	日消費者法ニュース号		頁, ⑥名古屋高判平成
年３月	日金商号頁などである｡
①⑤⑥判決では, 過払金返還債務と貸金債権の表裏一体性の観点から,
過払金返還債務の承継を肯定した｡ まず①判決では, ｢債権譲渡とは債
権の同一性を変えることなく債権を法律行為によって移転することをい
うから, 『債権』 の譲渡人が, 譲渡当時, その債権に関して債務者に対
し債務を負っていたとしても, その債務を譲受人に承継させるためには,
当事者間で, ｢債権｣ の処分行為を超える合意, 例えば, 事業譲渡や契
約上の地位の移転であるとか, 債務引受などの合意が必要とされる｣ と
述べたうえで, ｢貸金業者の貸付債権は債権及び債務が表裏一体であり,
みなし弁済が認められるか否かで貸付債権になるか過払金債務になるか
分かれるのであって, 通常の債権の譲渡の場合の債務承継の要件がその
ままあてはまるとはいえない｣ と過払金返還債務の特性を考慮に入れて,
借主は過払金が生じていることを知らず, 借主が ｢債務引受の合意をし
ていないからといって, 債務が承継されていないとはいえない｡ 以上を
総合すると, 本件譲渡契約は形式的に債権譲渡ではあっても, 実質的に
は契約上の地位の移転と解するべき｣ と構成して債務の承継を肯定した｡
②判決では, ｢借主と譲渡会社との借入極度額基本契約は, 諾成的消費
貸借契約であり, 継続が予定されている契約であって, 極度額までの貸
中京法学	巻２・３号 (年) ()
() 我妻榮 『債権法総論』 (岩波書店, 

年) 頁参照｡
付けが貸主である譲渡会社の義務の履行である性質を有する｣ と継続性
の点から, 貸主としての地位と貸金債権とを切り離すことはできないと
した｡ その上で譲受会社が, ｢譲渡会社と連名で借主に債権譲渡及び譲
受けの通知を出し, 借入極度額基本契約を前提として, かつ, その約定
による貸金債権の取立てを借主に対して継続しながら借主から過払い金
の返還請求を受けると, そのような債務は譲り受けていないと主張する
ことは信義則に反する｣ としている｡ ④判決においても同様であり, さ
らに契約の条項に明示されていなくても, 譲受会社と譲渡会社の間で借
主の譲渡会社に対する過払金返還債務を引き受ける旨の合意があったと
認めることが相当とした｡ ⑥判決でも①と同様に契約上の地位の移転が
なさせれたと解し, 条項の解釈により譲渡会社も過払金返還債務を免れ
るものではないから重畳的に債務を引き受けるものとみるべきであると
した｡ この債務引受においては借主の承諾すなわち受益の意思表示を要
し, 本訴がその意思表示にあたるとした｡
過払金返還債務の承継を否定する裁判例としては, ⑦東京高判平成
年９月日, ⑧東京地判平成年月日, ⑨東京高判平成年月
日, ⑩東京高判平成年５月日, ⑪東京高判平成年５月日などが
ある｡
まず⑧判決では, ｢金銭消費貸借取引における貸金債権と過払金返還
債務とは, その発生原因を異にする債権と債務であって, 実体上一体不
可分のものであるとはいえない｣ として過払金返還債務の承継を否定し
た｡ 次に⑨⑩判決では, 債権譲渡においては貸金債権の譲渡がなされた
にすぎず, 契約上の地位の譲渡を否定することで過払金返還債務の承継
を否定した｡
⑪判決では, 債権譲渡と債務引受は要件及び効果が異なるとの理由か
ら, 過払金返還債務の承継を否定した (なお, ここで挙げた事例は, 過
払金返還債務の不承継の合意がなされている)｡
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
(３) 切替え
親会社のパーセント子会社が貸金業登録を廃止するにあたり, 親
会社が子会社の顧客に対して, 子会社に対する借入金と同額の金銭を貸
し付け, それをもって顧客が子会社 (旧貸主) に弁済し, 顧客はその後
親会社である新貸主に対して借入金の弁済を行うことがある｡ これを切
替処理という｡ この切替処理についても, 過払金返還債務が承継される
か否かが争われた｡ 債務の承継を肯定する事例として次のものがある｡
すなわち, ①東京高判平成年７月日判夕号頁, ②西条簡判
平成年月日消費者法ニュース	号頁, ③東京地判平成年３月
９日消費者法ニュース	号頁, ④札幌簡判平成年３月日消費者
法ニュース	号頁, ⑤高松簡判平成年３月日消費者法ニュース	
号
頁などがある｡
まず①判決では, 旧貸主が顧客に対して負担する利息返還債務及びそ
れに付帯する経過利息の支払債務その他旧貸主が契約顧客に対して負担
する一切の債務について新旧貸主双方が連帯して責任を負い, その連帯
債務の内部負担割合が, 新貸主が０割, 旧貸主が割とする旨の債務引
受条項が定められている中で (後に合意解除されている), 旧貸主から
切替契約の勧誘を受けて契約を結んだ｡ 裁判所は, この債務引受条項を
新貸主が旧貸主の顧客に対する過払金に係る不当利得返還債務につき新
旧貸主と連帯して重畳的に債務を引き受けることを約束した, 顧客を第
三者とする第三者のためにする契約とし, ｢切替契約締結等における顧
客の行為をもって顧客は条所定の契約の利益を享受する意思表示を
したものと認めることができるから｣, 新貸主は顧客との間の切替契約
を締結した時点で, 顧客と旧貸主との間の取引によって生じた過払金に
係る不当利得返還債務等について重畳的に引き受けたと解すべきである
と示して, 過払金返還債務の承継を肯定した｡ 次に②～⑤判決では, 信
義則に基づき過払金返還債務の承継を否定することを許すことはできな
いと判断した｡ 他方④⑤判決では, 切替えは契約上の地位の譲渡と同視
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すべきと判断して過払金の返還を肯定した｡ ⑤判決では, 貸金債権と過
払金返還債務が表裏一体の関係にあるとし, 子会社である旧貸主の営業
廃止に伴って債権債務が新貸主へ承継される点, 承継後の紛争申出窓口
が全て新貸主とする点, 旧貸主への債務を新貸主からの借入金によって
完済している点などを挙げて, 取引関係が全て新貸主に承継されたと信
じさせる外形が新貸主によって作出されていることを考慮し, 新貸主が
新貸主と旧貸主との取引が別個のものであと主張することは, 過払いの
部分を旧貸主に留めおくことで責任を免れることを企図したものであり,
一般消費者の利益を一方的に害する不公正なものというべきであり, 債
権切替えを理由に一連の取引を否定するのは信義則に反するとも示した｡
債務の承継を否定するものとしては, ⑥札幌高判平成年６月４日,
⑦東京高判平成年９月日判タ号頁, ⑧東京高判平成年
月日, ⑨東京高判平成年月８日金判号	頁などがある｡
⑥判決は, 旧貸主が借主に新貸主を紹介し, 社会的相当性を逸脱し借
主を害する行為であると認められる特段の事情があるときは, 新貸主は
旧貸主と別の貸主であることを信義則上主張することができないが, 特
段の事情がないときは, 新貸主が旧貸主との取引から生じた過払金返還
債務を負うことはないと解すべきと示した上で, 該当事案では地位の移
転は認められないし, 切替えにあたり社会的相当性を逸脱し借主を害す
る行為があったとも認められないとして債務の承継を否定した｡ ⑧判決
では, 契約の地位の譲渡の事実を認めることができないとした上で, 債
務引受条項及びその合意解除は新旧貸主間での契約に過ぎず, 顧客たる
借主に通知された事実を認めるべき証拠はないから, 本件債務引受条項
の合意解除がされたことをもって信義則に反するということはできない
として債務の承継を否定した｡ ⑨判決は, ⑦判決と同様に債務引受条項
を第三者のためにする契約の性質を持つ併存的債務引受であると解しつ
つ, 顧客が残高確認書兼代行申込書への顧客の署名に際して, 新旧貸主
の間で締結されたと解される第三者のためにする契約の存在及び内容を
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全く認識することが出来なかったというべきであるとして, 借主による
署名も弁済も契約の利益を享受するための受益の意思表示に (明示にも
黙示にも) 該当しないとして併存的債務引受の成立を否定した｡
(４) 小括
下級審の動向を見ることで, いずれの類型においてもある一定の方向
性を見出すことができる｡ それは, 当事者の意思の解釈というアプロー
チを用いて実質的な判断を下している点である｡ この場合, 合意や条項
が解釈の手がかりとされ, 不承継の合意がある場合でも契約の経緯や状
況を考慮に入れて当事者の意図を汲み取り承継を肯定する興味深い事例
もある｡ この単なる意思の解釈にとどまらず, 譲渡のプロセスで過払金
返還債務を切り捨て不承継とすること自体が信義則に反すると示す, 踏
み込んだ事例が多く見られることも特徴的である｡
まず事業譲渡の事例では, その性質上過払金返還債務の承継が肯定さ
れやすい傾向にある
()
｡ 承継を肯定する事案では, 事業譲渡では基本的に
包括的に承継される点から過払金返還債務と貸金債権の表裏一体性によ
る債務の承継の肯定, あるいは不承継を主張することが信義則に違反す
ると結論付けるものが多い｡ 実質面を重視し, 当事者の置かれる状況を
総合的に判断し, 不承継とすることが不自然あるいは当事者の意図に反
するときはその当事者の真の意思内容を尊重している模様である
()
｡
次に債権譲渡の事例では, 債権だけが譲渡の対象となるため事業譲渡
と比較するとその性質上過払金返還債務の承継を当然に肯定することは
やや困難である｡ そのため, 裁判所は債務の承継を認めるためには何ら
かの理由付けを要すると考えているようである｡ その例としては事業譲
渡や契約上の地位の移転あるいは債務引受の合意などが挙げられる｡ 事
業譲渡と同様, 事業譲渡として債務の承継を認めるものや貸金債権と過
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払金返還債務との表裏一体性から契約上の地位の移転を構成して債務の
承継を肯定するもの, 不承継を信義則違反とするものが見られる｡ 意思
解釈によるアプローチと実質面を重視しているのであるが, 債権譲渡で
は, 当事者の明確な意思を読み取ることが不可能である場合に当然に債
務の承継を肯定することは困難であり, 不承継の合意がなされていると
きはますます難しいことになろう｡
最後に切替えについては, 事業譲渡および債権譲渡のどちらの類型と
も関係は薄く特殊なものであり
()
, 切替えという手段それ自体から過払金
返還債務の承継あるいは不承継の判断が困難であるため, 裁判所は, 信
義則, あるいは新旧貸主の意思の解釈の点から解決を試みている｡ 特に
意思の解釈においては, 切替えそれ自体及びそれをめぐる当事者の行動,
とりわけ債務引受条項に焦点をあて, 併存的債務引受契約が存在するも
のとして解決にあたっているものがみられた｡ その切替え事案において
特徴的な論理構成として, この債務引受の本質が民法条以下の第三
者のためにする契約であると構成し, やはり実質面を重視した判断に基
づきつつ債務の承継を判断している点である｡ 借主が過払金返還を誰に
対しても請求ができないとなると, 不利益を被る借主の保護の必要性を
裁判所は看過できないと考えているのであろう｡ 切替えと比較すると事
業譲渡及び債権譲渡では契約当事者はもっぱら新旧貸主であり, 借主で
ある過払金返還請求権者が契約へ関与する程度は希薄である印象が否め
ない (もちろん, 利害関係人としてその意思的関与が重視されているよ
うには見受けられる)｡ これに対して, 切替えでは借主が契約に密接に
関与している者として扱われている (このような切替えの仕組みの構造
に着目し, 債務引受の成立を重ねあわせたうえで債務の承継を判断する
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() 今尾・前掲注 () 頁参照｡ 切替えでは新旧貸主の間には債権譲渡
及び事業譲渡のような関係性は基本的になく, 過払金返還債務の承継の意
思を, 総合判断によって新旧業者に読みとることは難しく, それゆえに債
務引受がなされたと解する方向へ向かったのではないだろうか｡
事例がこれにあたる)｡ このように, 多くの下級審判決が蓄積される中
で, ついに平成年３月に最高裁判所が過払金返還債務の承継につき判
断を下された｡ 以下, Ⅲにおいて過払金返還請求権の承継の可否を判断
した最高裁判所の判決例を紹介する｡
Ⅲ 過払金返還債務の承継をめぐる最高裁判例
一 紹介する判例の範囲
以下で紹介する判例は, いずれも顧客であるＸが貸金業者であるＡ社
と, その完全子会社であるＹ社との間の継続的な金銭消費貸借取引に係
る, それぞれの弁済金のうち利息制限法所定の制限を超えて利息として
支払った制限超過部分を元本に充当すると過払金が発生していることを
前提に, 過払金返還債務の承継がなされたとしてＹに対し不当利得返還
を求めた事案である｡
以下, ＡからＹへの貸金債権の譲渡を認めるも過払金返還債務の承継
を否定した最三小判平成年３月日, 最一小判平成年７月７日, 最
二小判平成年７月８日, ＡからＹへの切替え事案において債務引受の
成立を認めた最二小判平成年９月日, 平成年９月日判決と類似
する事案であるものの債務引受の成立を否定した最二小判平成年６月
日の五件を紹介する｡
二 最三小判平成年３月日 (判時号頁
()
)
１ 事実関係
Ｘ (原告・被控訴人・被上告人) は, 平成元年３月８日, 貸金業者Ａ
との間で, 金銭消費貸借に係る基本契約を締結し, 以後, 同日から平成
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() 最三小判平成年月日判決及びその下級審の判例評釈として主に以
下のものを挙げることができる｡ 今尾・前掲注 () 頁, 瀧康暢 ｢判
批｣ 消費者法ニュース
	号頁以下, 岡林伸幸 ｢判批｣ 市民と法	号９頁
以下, 中田・前掲注 () 頁以下, 山城一真 ｢判批｣ 現代消費者法号
年２月日以前の間においてはＡとの間で, 同日以降, 同年５月日
までの間においてはＹ (被告・控訴人・上告人
()
) との間で継続的に金銭
の貸付けと弁済が繰り返される取引を行った｡
Ａは, 平成年１月	日, Ｙとの間で, 同年２月日午後１時を契約
の実行 (クロージング) の日時 (以下 ｢クロージング日｣ という｡) と
して, Ａの消費者ローン事業に係る貸金債権等の資産 (以下 ｢譲渡対象
資産｣ という｡) を一括してＹに売却する旨の契約 (以下 ｢本件譲渡契
約｣ という｡) を締結した｡ 本件譲渡契約は, 第１･３条において, Ｙは,
譲渡対象資産に含まれる契約に基づき生ずる義務のすべて (クロージン
グ日以降に発生し, かつ, クロージング日以降に開始する期間に関する
ものに限る｡) を承継する旨を定め, かつ, 第１･４条 (ａ) において,
Ｙは, 第９･６条 (ｂ) に反しないで, 譲渡対象資産に含まれる貸金債
権の発生原因たる金銭消費貸借契約上のＡの義務または債務 (支払利息
の返還請求権を含む｡) を承継しない旨を定めていた｡ そして, 第９･６
条 (ｂ) においては, ｢買主は, 超過利息の支払の返還請求のうち, ク
ロージング日以後初めて書面により買主に対して, または買主および売
主に対して主張されたものについては, 自らの単独の絶対的な裁量によ
り, 自ら費用および経費を負担して, これを防禦, 解決または履行する｡
買主は, かかる請求に関して売主からの補償または負担を請求しない｡｣
と定めていた｡
Ｘは, 平成年３月６日から同年５月日まで, Ｙに対し, ＸとＡと
の間の金銭消費貸借取引に係る借入金の弁済を行った｡
そして, Ｘは, ＸとＡとの間の金銭消費貸借取引に係る過払金返還債
務 (以下 ｢本件債務｣ という｡) はＹに承継されると主張して, ＸとＹ
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()

頁以下, 遠藤元一 ｢判批｣ 金判号２頁以下, 野澤正充 ｢判批｣ 民
商号１号頁以下, 野澤・前掲注 (
) 頁以下などがある｡
() ＹはＡ及びＡから資産を譲り受けた貸金業者Ｂを吸収合併しているが,
本稿では一括してＹと表記することとする｡
との間の別個の金銭消費貸借取引により生じた過払金と併せ, その返還
等を求めている｡ その理由として, 本件譲渡契約がＡの消費者金融事業
に関する資産全部を譲渡していることから, その実体は事業譲渡であり,
ＹはＡの顧客との消費者金融取引における契約上の地位を承継している
のであり, クロージング日である平成年２月日以前に発生した過払
金返還債務も承継していると主張した｡
対してＹは, 本件譲渡契約は債権譲渡を内容とするものであり, Ｙが
承継する義務も, クロージング日以降に発生するものに限る旨が合意さ
れているため, クロージング日以前に発生した過払金返還債務を承継す
るものではないと反論する｡
２ 第一審及び原審の判決
(１) 名古屋地判平成年月日 (判時号頁・金判	号

頁)
Ｘの請求認容｡ 第一審は, 本件譲渡契約条項の解釈から, 過払金返還
請求は, クロージング日以降初めて書面によりＹに対して請求されたも
のであるから, Ｙにおいて承継する義務に含まれる点, 仮にＹの主張を
前提とするも, 本件 (資産) 譲渡契約は, Ａと顧客との金銭消費貸借取
引について契約上の地位の移転を内容とすることが明白であり, ＹはＡ
の契約上の地位を包括的に承継したとしてＸの請求を認容した｡
(２) 名古屋高判平成年３月日 (金判	号	頁)
Ｙの控訴棄却｡ 原審も, 以下の理由を付加してＸの請求を認容した｡
本件譲渡契約の第９･６条 (ｂ) は, ＸとＡとの間の金銭消費貸借取引
に係る過払金返還債務のうち, クロージング日後に初めて書面によりＹ
に対して履行を請求されたものについては, Ｙにおいてこれを重畳的に
引き受ける趣旨の定めである｡ 本件債務は, クロージング日後に初めて
書面によりＹに対して履行を請求されたものであるから, 上記の条項に
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より, その責任において解決すべきものとして, がこれを重畳的に引き
受け, 承継したといえる, とした｡
仮にそうでないとしても, 本件譲渡契約は, 借主とＡとの間の金銭消
費貸借取引に係る契約上の地位の移転をその内容とするのであり, Ｘが
これを黙示的に承諾したことにより, 上告人がＡの上記地位を包括的に
承継するという法的効果が生じたといえる｡ Ｙにおいて, その承継する
義務の範囲を争うことは許されない｡
３ 最高裁の判断
一部破棄差戻し, 一部却下
｢前記事実関係によれば, 本件譲渡契約は, 第１･３条及び第１･４条
(ａ) において, Ｙは本件債務を承継しない旨を明確に定めるのであっ
て, これらの条項と対照すれば, 本件譲渡契約の第９･６条 (ｂ) が,
Ｙにおいて第三者弁済をする場合における求償関係を定めるものである
ことは明らかであり, これが置かれていることをもって, Ｙが本件債務
を重畳的に引き受け, これを承継したと解することはできない｡ そして,
貸金業者 (以下 ｢譲渡業者｣ という｡) が貸金債権を一括して他の貸金
業者 (以下 ｢譲受業者｣ という｡) に譲渡する旨の合意をした場合にお
いて, 譲渡業者の有する資産のうち何が譲渡の対象であるかは, 上記合
意の内容いかんによるというべきであり, それが営業譲渡の性質を有す
るときであっても, 借主と譲渡業者との間の金銭消費貸借取引に係る契
約上の地位が譲受業者に当然に移転すると解することはできないところ,
上記のとおり, 本件譲渡契約は, Ｙが本件債務を承継しない旨を明確に
定めるのであって, これが, ＸとＡとの間の金銭消費貸借取引に係る契
約上の地位の移転を内容とするものと解する余地もない｡
以上によれば, 原審の判断には, 判決に影響を及ぼすことが明らかな
違法がある｡ 論旨はこの趣旨をいうものとして理由があり, 原判決中,
原審における不服申立ての範囲である万円及びうち万円
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
に対する平成年５月日から, うち万円に対する平成年２
月８日から各支払済みまで年５分の割合による金員を超える金員の支払
請求に関する部分は破棄を免れない｡ そこで, 更に審理を尽くさせるた
め, 上記破棄部分及び上告人の民訴法	条２項の裁判を求める申立て
につき, 本件を原審に差し戻すこととする｡｣
三 最一小判平成
年７月７日及び最二小判平成
年７月８日
平成
年７月７日及び８日判決は, いずれもＸが貸金業者であるＡ社
及びＡ社から資産を譲渡されたＹとの間の継続的な金銭消費貸借取引に
係る各弁済金のうち利息制限法の制限を越えて支払った部分を元本に充
当すると過払い金が発生していると主張して, Ｙに対し不当利得変換請
求権に基づきその返還を求めた事案である｡
１ 最一小判平成
年７月７日 (判時
号
頁, 裁時
号１頁)
(１) 事実関係
Ｘは, 平成５年月日, Ａとの間で金銭消費貸借に係る基本契約を
締結し, 以後, 継続的に金銭の貸付けと弁済が繰り返される取引を行っ
た｡
Ａは, 平成年３月日, Ｙとの間で, 同年５月２日を契約の実行日
(以下, ｢クロージング日｣ という｡) として, Ａの消費者ローン事業に
係る貸金債権等の資産 (以下, ｢譲渡対象資産｣ という｡) を一括してＹ
に売却する旨の契約 (以下 ｢本件譲渡契約｣ という) を締結した｡
本件譲渡契約は, 第１･３条において, Ｙは譲渡対象資産に含まれる
契約に基づき生ずる義務のすべて (クロージング日後に発生し, かつ,
クロージング日後に開始する期間に関するものに限る｡) を承継する旨
を定め, 第１･４条 (ａ) において, Ｙの承継しない義務又は債務の例
として, 譲渡対象資産に含まれる貸金債権の発生原因たる金銭消費貸借
契約上のＡの義務又は債務 (支払利息の返還請求権を含む) を挙げる｡
中京法学巻２・３号 (	年) ()
Ｘは, Ｙとの間で平成年５月８日, 新たに金銭消費貸借に係る基本
契約を締結して, 同日から平成年月日まで, 継続的に金銭の貸付
けと弁済が繰り返される金銭消費貸借取引を行った｡
Ｘは, ＸとＡとの間の金銭消費貸借取引に係る契約上の地位はＹに承
継され, これに伴い, 当該取引に係る過払金返還債務 (以下 ｢本件債務｣
という) もＹに承継されると主張する｡
(２) 名古屋高判平成年７月１日 (判時号頁, 裁時		号１頁
()
)
上記事実関係の下で, 本件債務の承継の有無につき, 次のとおりに判
断し, Ｘの請求を容認すべきものとした｡
①本件譲渡契約は営業譲渡契約であるから, 特段の事情がない限り,
Ａの営業に関する債権のみならず, 金銭消費貸借取引に係る契約上の地
位もＹに移転したというべきある｡
②Ｙは, 本件譲渡契約にはＹにおいて本件債務を承継しない旨の定め
があると主張する｡ しかし, 金銭消費貸借取引に係る基本契約に基づく
貸金債権と過払金返還債務とは表裏一体の関係にあり密接に関連すると
ころ, 過払金返還債務のみを承継の対象から除外すると, Ｘは取引期間
全体につき弁済金の充当計算をして過払金の返還を請求する利益を喪失
するのであるから, Ｘがこのことを承知の上で金銭消費貸借取引に係る
契約上の地位の移転を承諾したなど特段の事情がない限り, 過払金返還
債務も承継の対象になるというべきである｡ 本件において, 上記特段の
事情は認められず, 本件債務はＹに承継され, 上記のような定めがある
ことは, 本件債務の承継を否定する根拠にならない｡
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
() 評釈として, 小粥太郎 ｢貸金業者がその代金を一括して他の貸金業者に
譲渡した場合における過払金返還債務の帰趨｣ 法教号 (判例セレクト
) 頁がある｡
(３) 最高裁の判断
一部破棄差戻し｡ ｢貸金業者 (以下 ｢譲渡業者｣ という｡) が貸金債権
を一括して他の貸金業者 (以下 ｢譲受業者｣ という｡) に譲渡する旨の
合意をした場合おいて, 譲渡業者の有する資産のうち何が譲渡の対象で
あるかは, 上記合意の内容いかんによるというべきであり, それが営業
譲渡の性質を有するときであっても, Ｘと譲渡業者との間の金銭消費貸
借取引に係る契約上の地位が譲受業者に当然に移転する, あるいは, 譲
受業者が上記金銭消費貸借取引に係る過払金返還債務を上記譲渡の対象
に含まれる貸金債権と一体のものとして当然に承継すると解することは
できない (最高裁平成年 (受) 第号, 同年 (オ) 第号同年
３月日第三小法廷判決)｡ そして, Ｘと譲渡業者との間の金銭消費貸
借取引に係る基本契約が, 過払金が発生した場合にはこれをその後に発
生する新たな借入金債務に充当する旨の合意を含むものであったとして
も, Ｘは当然に貸金債権の一括譲渡の前後を通算し弁済金の充当計算を
して過払金の返還を請求する利益を有するものではなく, このような利
益を喪失することを根拠に, 譲受業者が上記取引に係る過払金返還債務
を承継すると解することもできない｡
前記事実関係によれば, 本件譲渡契約において, Ｙは本件債務を承継
しない旨が明確に合意されているのであって, Ｙは本件債務を承継せず,
その支払義務を負わないというべきである｡｣
２ 最二小判平成年７月８日 (判時号頁, 裁判所時報		号２
頁)
(１) 事実関係
Ｘは, 昭和年８月
日, Ａとの間で, 金銭消費貸借に係る基本契約
を締結し, 以後, 継続的に金銭の貸付けと弁済が繰り返される取引を行っ
た｡
Ａは, 平成年３月
日, Ｙとの間で, 同年５月２日を契約の実行日
中京法学	巻２・３号 (年) ()
(以下 ｢クロージング日｣ という｡) として, Ａの消費者ローン事業に係
る貸金債権等の資産 (以下 ｢譲渡対象資産｣ という｡) を一括してＹに
売却する旨の契約 (以下 ｢本件譲渡契約｣ という｡) を締結した｡
本件譲渡契約は, 第１･３条において, Ｙは, 譲渡対象資産に含まれ
る契約に基づき生ずる義務のすべて (クロージング日後に発生し, かつ,
クロージング日後に開始する期間に関するものに限る｡) を承継する旨
を, 第１･４条 (ａ) において, Ｙは, 第１･３条に明記するものを除き,
Ａのいかなる義務又は債務も承継しない旨を定め, 第１･４条 (ａ) に
おいて, Ｙの承継しない義務又は債務の例として, 譲渡対象資産に含ま
れる貸金債権の発生原因たる金銭消費貸借契約上のＡの義務又は債務
(支払利息の返還請求権を含む｡) を挙げる｡
Ｘは, Ｙとの間で, 平成年６月３日から平成年月日まで, 継
続的に金銭の貸付けと弁済が繰り返される金銭消費貸借取引を行った｡
Ｘは, ＸとＡとの間の金銭消費貸借取引に係る過払金返還債務 (以下
｢本件債務｣ という｡) は当該取引に係る貸金債権と表裏一体のものとし
てＹに承継されると主張する｡
(２) 名古屋高判平成年４月日 (裁時号２頁)
原審は, 上記事実関係の下で, 本件債務の承継の有無につき, 次のと
おり判断し, Ｘの請求を容認すべきものとした｡
本件譲渡契約は営業譲渡契約であるから, 特段の事情のない限り, Ａ
の営業に関する債権のみならず, 金銭消費貸借取引に係る契約上の地位
もＹに移転したというべきである｡ 本件において, 上記特段の事情は認
められず, ＹはＡから本件債務も承継したといえる｡
Ｙは, 本件譲渡契約にはＹにおいて本件債務を承継しない旨の定めが
あると主張する｡ しかし, ＸとＡとの間で締結された金銭消費貸借取引
に係る基本契約は, 過払金が発生した場合にはこれをその後に発生する
新たな借入金債務に充当する旨の合意 (以下 ｢過払金充当合意｣ という｡)
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
を含むもので, 貸金債権と過払金返還債務は表裏一体として密接に関連
する｡ この場合, 原則として貸金債権と過払金返還債務を別個に処分す
ることはできず, 本件譲渡契約に上記定めがあることは, Ｘの地位を左
右しない｡
(３) 最高裁の判断
一部破棄差戻し｡ ｢貸金業者 (以下 ｢譲渡業者｣ という｡) が貸金債権
を一括して他の貸金業者 (以下 ｢譲受業者｣ という｡) に譲渡する旨の
合意をした場合において, 譲渡業者の有する資産のうち何が譲渡の対象
であるかは, 上記合意の内容いかんによるというべきであり, それが営
業譲渡の性質を有するときであっても, Ｘと譲渡業者との間の金銭消費
貸借取引に係る契約上の地位の移転が譲受業者に当然に移転する, ある
いは, 譲受業者が上記金銭消費貸借取引に係る過払金返還債務を上記譲
渡の対象に含まれる貸金債権と一体のものとして当然に承継すると解す
ることはできない (最高裁平成年 (受) 第号, 同年 (オ) 第
号同年３月日第三小法廷判決・裁判集民事号登載予定参照)｡ そ
して, このことは, Ｘと譲渡業者との間で締結された金銭消費貸借取引
に係る基本契約が, 過払金充当合意を含むものであったとしても異なら
ない｡
前記事実関係によれば, 本件譲渡契約において, Ｙは本件債務を承継
しない旨が明確に合意されているのであって, Ｙは本件債務を承継せず,
その支払義務を負わないというべきである｡｣
四 最二小判平成年９月日 (判時号	頁
()
)
１ 事実関係
Ｘ (原告・控訴人・上告人) はＡ社との間で金銭消費貸借取引に係る
中京法学	巻２・３号 (年) ()
() 最二小判平成年９月日判決の評釈として, 以下のものを挙げること
基本契約を締結し, これに基づき, 平成５年７月６日から平成年８月
１日までの間, 継続的な金銭消費貸借取引を行った (｢本件取引１｣ と
いう)｡ 本件取引１につき, 制限超過部分を元本に充当すると同日時点
で過払金が発生していた｡
Ｙ社 (被告・被控訴人・被上告人) は, 国内の消費者金融子会社の再
編を目的として, 平成年６月日, Ｙ社の完全子会社であったＡ社他
１社との間で上記再編に係る基本合意書を取り交わし, Ａ社が顧客に対
して有する貸金債権をＹ社に移行し, Ａ社の貸金業を廃止することとし
た｡
上記の債権移行を実行するため, Ｙ社はＡ社との間で, 平成年６月
日, 以下の業務提携契約 (以下 ｢本件業務提携契約｣) を締結した｡
Ａ社の顧客のうちＹ社に債権を移行させることを勧誘する顧客は, Ａ
社とＹ社の協議により定めるものとし, そのうち希望する顧客との間で,
Ｙ社が金銭消費貸借取引に係る基本契約を締結する (以下, Ｙ社との間
で上記基本契約を締結したＡ社の顧客を ｢切替顧客｣ という)｡
Ａ社が切替顧客に対して負担する利息返還債務, 同債務に附帯して発
生する経過利息の支払債務その他同社が切替顧客に対して負担する一切
の債務 (以下 ｢過払金等返還債務｣) について, Ｙ社とＡ社が連帯して
その責めを負うものとし, この連帯債務の負担部分の割合は, Ｙ側が０
割, Ａ側が割とする (以下 ｢本件債務引受条項｣)｡
Ｙ社とＡ社は, 切替顧客に対し, 今後の全ての紛争に関する申出窓口
をＹ社とする旨を告知する (この定めを ｢本件周知条項｣ という)｡ Ｙ
社は, 切替顧客からの過払金等返還債務の請求に対しては, 申出窓口の
管理者として善良なる注意をもって対応する｡
Ｘは, 本件取引１に係るＡ社の債権の移行を求めるＹ社の勧誘に応じ
て, 金銭消費貸借取引に係る基本契約 (以下 ｢本件切替契約｣ という｡)
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
ができる｡ 渡辺達徳・ジュリ号頁以下, 小野・前掲注 (	) 判評
号頁以下, 野澤正充・金法
号
頁以下｡
を締結した｡ この際, Ｘは, Ｙ社から, Ｙグループの再編により, Ａ社
に対して負担する債務をＹ社からの借り入れにより完済する切替えにつ
いて承諾すること, 本件取引１に係る約定利息を前提とする残債務 (以
下 ｢約定残債務｣ という｡) が万,円であることを確認し, これを
完済するため, 同額をＡ社名義の口座に振り込むことをＹ社に依頼する
こと, 本件取引１に係る紛争等の窓口が今後Ｙ社となることに異議はな
いことなどが記載された ｢残高確認書兼振込代行申込書｣ (以下 ｢本件
申込書｣ という｡) を示され, これに署名してＹ社に差し入れた｡
本件申込書の差入れを受け, Ｙ社は, 平成年８月１日, Ｘに対し,
本件切替契約に基づき, 本件取引１に係る約定残債務金額に相当する
万,円を貸し付けた上, 同額をＡ社名義の口座に振込送金した｡ そ
して, Ｘは, Ｙ社に対し, 同年９月２日から平成	年２月日までの間,
計算書の番号
から	までの ｢弁済額｣ 欄記載のとおりの弁済をした
(この弁済に係る取引を ｢本件取引２｣ という)｡
Ｙ社とＡ社は, 平成	
年	月日, 本件業務提携契約のうち本件債務
引受条項を変更し, 過払金等返還債務につき, Ａ社のみが負担し, Ｙ社
は切替顧客に対し何らの債務及び責任を負わないことを内容とする契約
(以下 ｢本件変更契約｣) を締結した｡
２ 東京地判平成		年８月
日 (金商号	頁)
() 本件切替処理は, Ｙ社におけるグループ金融子会社再編を目的と
して, Ｙ社主導のもとで行われたものであるとはいえ, 本件切替処理の
内容として行われたのは, Ｙ社がＸとの間で切替契約を締結し, Ｘに対
し, Ａ社に対する約定利率による貸金残債務全額の万円を貸し付
け, それをＸの依頼に基づき, Ａ社に振り込み, 上記貸金残債務に充当
するというものであって, Ｙ社がグループ金融子会社再編に伴うＡ社の
債権移行方法として, 切替処理ができなかった顧客について債権譲渡処
理するという方針のもとで, 顧客の意思確認を行っていたことやＸが署
中京法学巻２・３号 (	
年) ()
名した ｢残高確認書兼振込代行申込書｣ にＹ社からの借入れによりＡ社
への債務を完済する旨の記載がなされていることからすれば, 本件切替
処理に伴って, Ｙ社側から, Ｘに対し, Ａ社との契約がＹ社に引き継が
れるといった説明がなされたとの主張は容易には採用できず, 本件切替
処理の実態が債権譲渡であるとか, Ｙ社がＡ社の貸主として契約上の地
位を引き継いだといった事実を窺わせる証拠はない｡ ｢残高確認書兼振
込代行申込書｣ に, Ａ社における契約切替までの取引に係る紛争等の窓
口は, 従前の契約先に係わらず, Ｙ社となる旨の記載があったことや,
Ａ社が本件第１取引 [] に係るご連絡・ご相談についてはＹ社の窓口
で対応する旨の文書をＸに送付したことは, Ｘの主張を裏付けるものと
はいえない｡
() もっとも, 本件業務提携契約には本件債務引受条項が存在すると
ころ, これをもって, Ａ社の貸主としての契約上の地位がＹ社に移転し
ていたとはいえないものの, 同条項によれば, 利息返還債務等をＹ社と
Ａ社が連帯して責任を負うというのであるから, これは, Ｙ社がＡ社の
顧客に対する過払金返還債務及びこれに付帯して発生する法定利息の支
払債務その他Ａ社が顧客に対して負担する一切の債務について, Ｙ社が
Ａ社と連帯して重畳的に債務引受けをする旨の, 顧客を第三者とする第
三者のためにする契約ということができる｡ しかし, 第三者のためにす
る契約が第三者に対して効力を有するためには, 第三者の受益の意思表
示が必要であるところ, 本件債務引受条項は, 平成年月日付け変
更契約により変更され, Ｙ社の重畳的債務引受けは解除されているので
あって, それ以前にＸの受益の意思表示がなされたとの主張立証もない
本件では, 同条項に基づきＹ社にＡ社との間の取引における過払金返還
債務の支払を求めることもできない｡
() また, Ｘの信義則違反との主張についても, 確かに, 本件切替処
理の時点でＸとＡ社との本件第１取引 [] は, 過払状態になっていた
のであるから, 客観的にはＸが新たにＹ社から金銭を借り入れて, Ａ社
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に返済する必要はなかったのであり, この点について何ら告げることな
く, 本件切替処理を行ったＹ社の対応は相当でない面があることは否定
できない｡
しかし, 本件切替処理を行うに当たって, Ｙ社が, ＸのＡ社との本件
第１取引 [] が過払状態になっている可能性があることを抽象的には
認識していたといえるとしても, 具体的認識まであったことを認めるに
足りる証拠はなく, 前記認定事実によれば, Ｙ社は, 本件切替処理に当
たり, ＸのＡ社に対する貸金残債務全額に相当する万円の支払を
現実に行っており, 将来的にＸからの過払金返還請求を受ける可能性が
あることを前提に, Ａ社のＸに対する貸金残債権を無償または安価に譲
り受けたものとはいえないこと, Ａ社は本件切替処理後, 貸金業を廃業
しているものの, 本件切替処理によってＸのＡ社への過払金返還請求権
自体が消滅したものではないこと, 本件切替処理に応じるか否かはＸの
判断に委ねられていたものであるし, Ｘが本件切替処理に応じた原因が,
Ｙ社が本件債務引受条項によりＡ社の利息返還債務等を債務引受けして
いたことによるものとは認められないこと, 本件切替処理がなされる前
の段階では, Ａ社のＸに対する過払金返還債務について, そもそもＹ社
が負担する理由はなかったものであり, 子会社の廃業に伴い, その過払
金返還債務を親会社が負担するか否か及び負担の期間については, Ｙ社
の経営判断に委ねられていることなどの事情からすると, 本件において,
Ｙ社が, 本件第１取引は分断されており, ＸとＡ社との本件第１取引
[] の過払金返還債務をＹ社が承継しないと主張することが信義則に反
し許されないともいい難い｡
３ 東京高裁平成年月８日 (金商	号頁)
() Ｙ社とＡ社との間で平成
年６月日に締結された ｢プロミスグ
ループ国内金融子会社再編における基本合意書｣ で定める切替契約にお
けるＡ社の媒介業務等に関する業務提携契約第５条第２項の本件債務引
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受条項には, Ａ社が, 契約顧客に対して負担する利息返還債務及び当該
利息返還債務に附帯して発生する経過利息の支払債務その他Ａ社が契約
顧客に対して負担する一切の債務 (利息返還債務等) について, Ｙ社及
びＡ社の双方が連帯してその責めを負う旨が定められているところ, こ
れは, Ｙ社がＡ社の契約顧客に対する過払金返還債務及びこれに附帯し
て発生する法定利息の支払債務その他Ａ社が顧客に対して負担する一切
の債務について, Ｙ社がＡ社と連帯して併存的に債務引受をする旨の,
顧客である第三者のためにする契約 (本件第三者のためにする契約) と
解される｡
そして, Ｙ社とＡ社は, 平成年月日, 本件業務提携契約の変更
契約を締結し, Ａ社が切替契約の締結時までに契約顧客に対して負担す
る一切の債務はＡ社のみが負うものとし, Ｙ社は何らの債務及び責任を
負わない旨, 本件債務引受条項を変更する合意をしていることに照らせ
ば, Ｘが本件債務引受条項に基づく第三者のためにする契約の効力を主
張するためには, Ｙ社に対し, 上記変更契約締結前に本件第三者のため
にする契約の利益を享受する旨の受益の意思表示をしたことが必要であ
る｡
() そこで, 控訴人は, 本件切替処理の際, ｢契約切替後のお問合せ窓
口及び株式会社Ａ社における本日までの取引に係る紛争等の窓口は, 従
前の契約先に係わらずプロミス株式会社となることに異議はありません｡｣
と記載された本件申込書に署名したことによって, Ｙ社に対し, 本件第
三者のためにする契約の利益を享受する旨の受益の意思表示をしたと主
張する｡
しかしながら, 本件申込書の上記の記載は, その文言からは, 今後の
紛争窓口をＹ社とするというだけのものであり, 本件第三者のためにす
る契約を内容とするものではない｡ そして, 本件申込書には, 上記の記
載のほかには, Ｙ社からの借入れによりＡ社への債務を完済する旨の記
載がされ, Ａ社に対する債務の確認, Ａ社の債務完済のための銀行への
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振込代行依頼, 切替契約書や領収書の取扱依頼など, 債務切替のための
手続についての記載がされているにとどまり, Ａ社が顧客に対して負担
する一切の債務をＹ社がＡ社と連帯して併存的に債務引受をする旨の本
件第三者のためにする契約に関する記載が全くないことに照らせば, Ｘ
は, 本件申込書に署名するに当たって, Ｙ社とＡ社間で締結された本件
第三者のためにする契約の存在及び内容を全く認識していなかったとい
うべきであるから, Ｘが本件申込書に署名したことによって, 明示的の
みならず黙示的にも, 本件第三者のためにする契約の利益を享受する旨
の受益の意思表示をしたと認めることはできない｡ なお, 本件業務委託
契約によってＹ社がＡ社の営業の譲渡を受けたということはできないし,
本件申込書によってＹ社がＡ社の債務を引き受ける旨の広告をしたとい
うこともできないから, Ｘの主張する商法条１項を適用する前提に欠
ける｡
４ 最高裁の判断
破棄差戻し｡ ｢前記事実関係によれば, Ｙは, グループ会社のうち国
内の消費者金融子会社の再編を目的として, Ｙの完全子会社であるＡ社
の貸金業を廃止し, これをＹに移行, 集約するために本件業務提携契約
を締結したのであって, 上記の貸金業の移行, 集約を実現し, 円滑に進
めるために, 本件債務引受条項において, ＹがＡ社の顧客に対する過払
金等返還債務を併存的に引き受けることが, また, 本件周知条項におい
て, Ａ社の顧客である切替顧客に対し, 当該切替顧客とＡ社との間の債
権債務に関する紛争については, 単に紛争の申出窓口になるにとどまら
ず, その処理についてもＹが全て引き受けることとし, その旨を周知す
ることが, それぞれ定められたものと解される｡ Ｙは, 上記のような本
件業務提携契約を前提として, Ａ社の顧客であったＸに対し, 本件切替
契約がＹのグループ会社の再編に伴うものであることや, 本件取引１に
係る紛争等の窓口が今後Ｙになることなどが記載された本件申込書を示
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して, Ｙとの間で本件切替契約を締結することを勧誘しているのである
から, Ｙの意図は別にして, 上記勧誘に当たって表示されたＹの意思と
しては, これを合理的に解釈すれば, Ｘが上記勧誘に応じた場合には,
Ｙが, ＸとＡ社との間で生じた債権を全て承継し, 債務を全て引き受け
ることをその内容とするものとみるのが相当である｡
そして, Ｘは, 上記の意思を表示したＹの勧誘に応じ, 本件申込書に
署名してＹに差し入れているのであるから, Ｘもまた, Ａ社との間で生
じた債権債務をＹが全てそのまま承継し, 又は引き受けることを前提に,
上記勧誘に応じ, 本件切替契約を締結したものと解するのが合理的であ
る｡
本件申込書には, Ａ社に対して負担する債務をＹからの借入れにより
完済する切替えについて承諾すること, 本件取引１に係る約定残債務の
額を確認し, これを完済するため, 同額をＡ社名義の口座に振り込むこ
とを依頼することも記載されているが, 本件申込書は, 上記勧誘に応じ
て差し入れられたものであり, 実際にも, ＸがＹから借入金を受領して,
これをもって自らＡ社に返済するという手続が執られることはなく, Ｙ
とその完全子会社であるＡ社との間で直接送金手続が行われたにすぎな
い上に, 上記の記載を本件申込書の他の記載部分と対照してみるならば,
Ｘは, 本件取引１に基づく約定残債務に係るＡ社の債権をＹに承継させ
るための形式的な会計処理として, Ａ社に対する約定残債務相当額をＹ
から借り入れ, その借入金をもって上記約定残債務相当額を弁済すると
いう処理を行うことを承諾したにすぎないものと解される｡
以上の事情に照らせば, ＸとＹとは, 本件切替契約の締結に当たり,
Ｙが, Ｘとの関係において, 本件取引１に係る債権を承継するにとどま
らず, 債務についても全て引き受ける旨を合意したと解するのが相当で
あり, この債務には, 過払金等返還債務も含まれていると解される｡ し
たがって, Ｘが上記合意をしたことにより, 論旨が指摘するような第三
者のためにする契約の性質を有する本件債務引受条項について受益の意
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思表示もされていると解することができる｡ そして, ＹがＸと上記のと
おり合意した以上, その後, ＹとＡとの間において本件変更契約が締結
されたからといって, 上記合意の効力が左右される余地はなく, また,
Ｘが, 本件取引１に基づく約定残債務相当額をＹから借り入れ, その借
入金をもって本件取引１に基づく約定残債務を完済するという会計処理
は, ＡからＹに対する貸金債権の承継を行うための形式的な会計処理に
とどまるものというべきであるから, 本件取引１と本件取引２とは一連
のものとして過払金の額を計算すべきであることは明らかである｡
したがって, Ｙは, Ｘに対し, 本件取引１と本件取引２とを一連のも
のとして制限超過部分を元本に充当した結果生ずる過払金につき, その
返還に係る債務を負うというべきである｡｣
五 最二小判平成年６月日 (判時号頁
()
)
１ 事実関係
() Ｘは, Ａとの間で, 金銭消費貸借取引に係る基本契約を締結し,
これに基づき, 平成６年４月	日から平成年９月
日まで, 第１審判
決別紙 ｢利息制限法による計算書｣ の番号１からまでの ｢借入金額｣
欄及び ｢弁済額｣ 欄記載のとおり, 継続的な金銭消費貸借取引を行った
(以下, この取引を ｢第１取引｣ という｡)｡ 第１取引につき, 制限超過
部分を元本に充当すると, 同日時点で過払金が発生していた｡
() Ｙは, グループ会社のうち, 国内の消費者金融子会社の再編を目
的として, 平成年６月日, Ｙの完全子会社であったＡ外１社との間
で上記再編に係る基本合意書を取り交わし, Ａが顧客に対して有する貸
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() 最高裁平成年６月日判決に関する評釈としては, 以下のものを挙げ
ることができる｡ 野澤正充・法教号 (判例セレクト) 頁以下,
渡辺達徳・判評	
号頁以下, 松尾弘・法学セミナー
号頁以下,
四ツ谷有輝・民商	巻１号
頁以下, 奈良輝久・法の支配号	
頁以
下, 大槻健介・ビジネス法務巻号頁｡
金債権をＹに移行し, Ａの貸金業を廃止することとした｡ この債権移行
の実行のため, Ｙは, Ａとの間で, 同日, 業務提携契約 (以下 ｢本件業
務提携契約｣ という｡) を締結し, その中で, Ａの顧客のうちＹへの債
権移行を勧誘する顧客は, Ｙ及びＡの協議により定めるものとし, その
うち希望する顧客との間で, Ｙが金銭消費貸借取引に係る基本契約を締
結することなどを定めたが, Ｘは, Ｙとの間で, 上記基本契約を締結す
ることはなかった｡
() Ｙは, Ａとの間で, 平成年月日, Ａが有する貸付債権のう
ち, Ｙとの間で上記 () の基本契約を締結していない顧客に係る貸付
債権であって別途特定するものをＡから譲り受ける旨の合意をした (以
下, この合意を ｢本件債権譲渡基本契約｣ という｡)｡
本件債権譲渡基本契約には, Ａが譲渡債権に係る顧客に対して負担す
る利息返還債務, 同債務に附帯して発生する経過利息の支払債務その他
Ａが上記顧客に対して負担する一切の債務 (以下 ｢過払金等返還債務｣
という｡) については, Ｙが併存的に引き受ける旨の条項 (以下 ｢本件
債務引受条項｣ という｡) がある｡ しかし, 本件債権譲渡基本契約には,
譲渡債権に係るＡの貸主としての地位自体をＹに移転する旨又はＡの負
担する過払金等返還債務が当然にＹに承継される旨を定めた条項はない｡
() Ｙは, Ａとの間で, 本件債権譲渡基本契約に基づき, 平成年
月	日をもって第１取引における約定残債権をＡから譲り受ける旨の合
意をした (以下, この合意を ｢本件譲渡｣ という｡)｡
Ｙから本件譲渡に係る通知を受けたＸは, Ｙに対し, 平成年月６
日から平成年月２日まで, 第１審判決別紙 ｢利息制限法による計算
書｣ の番号	から	までの ｢弁済額｣ 欄記載のとおりの弁済をすると
ともに, 同日, Ｙとの間で, 新たに金銭消費貸借取引に係る基本契約を
締結した｡ この基本契約は, ＸとＹとの上記弁済に係る取引により過払
金が発生していれば, 当該過払金を同基本契約に基づく取引に係る借入
金債務に充当する旨の合意を含むものであった｡ そして, ＸとＹとは,
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同基本契約に基づき, 同日から平成年２月日まで, 上記別紙の番号
からまでの ｢借入金額｣ 欄及び ｢弁済額｣ 欄記載のとおりの取引
をした (以下, 本件譲渡後のＸとＹとの取引を ｢第２取引｣ という｡)｡
() ＹとＡとは, 平成年月日, 本件債権譲渡基本契約のうち本
件債務引受条項を変更し, 過払金等返還債務につき, Ａのみが負担し,
Ｙは譲渡債権に係る顧客に対し何らの債務及び責任を負わないことを内
容とする契約 (以下 ｢本件変更契約｣ という｡) を締結した｡
第一審の東京地判平成年６月日はＸの請求を棄却し, 第二審の東
京高判平成年月９日は第一取引によって発生した過払金等返還債務
を承継するものではないとし, Ｘの請求を第二取引によって発生した過
払金及び民法	
条前段所定の利息の支払を求める限度で認容した｡
Ｘは, ＹがＡから契約上の地位を引き継いだものであり, 所定の制限
利率に引き直して充当すると過払金が発生し, かつ, ＡＹは悪意の受益
者にあたると主張し, Ｙに対して, 不当利得返還請求権に基づき, 過払
金等の支払を求めた｡
２ 最高裁判所の判決要旨
｢貸金業者 (以下 ｢譲渡業者｣ という｡) が貸金債権を一括して他の
貸金業者 (以下 ｢譲受業者｣ という｡) に譲渡する旨の合意をした場合
において, 譲渡業者の有する資産のうち何が譲渡の対象であるかは, 上
記合意の内容いかんによるというべきであり, 借主と譲渡業者との間の
金銭消費貸借取引に係る契約上の地位が譲受業者に当然に移転するもの
ではなく, また, 譲受業者が上記金銭消費貸借取引に係る過払金返還債
務を当然に承継するものでもない (最高裁平成年 (受) 第号, 同
年 (オ) 第	号同年３月日第三小法廷判決・裁判集民事号
頁, 最高裁平成年 (受) 第
号同年７月８日第二小法廷判決・裁
判集民事	号頁等)｡ 前記事実関係によれば, 本件譲渡は, Ａから
Ｙへの債権譲渡について包括的に定めた本件債権譲渡基本契約に基づく
中京法学巻２・３号 (	年) ()
ものであるところ, 同基本契約には, 契約上の地位の移転や過払金等返
還債務の当然承継を定める条項はないというのであるから, 本件譲渡に
より, 直ちに, Ｙが, 第１取引に係る契約上の地位の移転を受け, 又は
第１取引に係る過払金等返還債務を承継したということはできない｡
また, 前記事実関係によれば, 本件債権譲渡基本契約中の本件債務引
受条項は, 譲渡債権に係るＡの顧客を第三者とする第三者のためにする
契約の性質を有するところ, 本件変更契約の締結時までに, Ｘは, Ｙに
対し, 本件譲渡に係る通知に従い弁済をした以外には, 第１取引に係る
約定残債権につき特段の行為をしておらず, 上記弁済をしたことをもっ
て, 本件債務引受条項に係る受益の意思表示をしたものとみる余地はな
い｡ そうすると, 本件債務引受条項は, Ｘが受益の意思表示をする前に
その効力を失ったこととなり, Ｙが本件債務引受条項に基づき上記過払
金等返還債務を引き受けたということはできない｡ 最高裁平成年 (受)
第号同年９月日第二小法廷判決・裁判集民事号頁は, Ｙが,
本件業務提携契約を前提としてその完全子会社の顧客に対しＹとの間で
金銭消費貸借取引に係る基本契約を締結することを勧誘するに当たって,
顧客と上記完全子会社との間に生じた債権を全て承継し, 債務を全て引
き受ける旨の意思表示をしたものと解するのが合理的であり, 顧客も上
記の債権債務をＹにおいて全てそのまま承継し, 又は引き受けることを
前提に, 上記勧誘に応ずる旨の意思表示をしたものと解される場合につ
き判断したものであり, Ｘの意思を考慮することなくＡとＹとの間で本件
譲渡がされたにすぎない本件とは, 事案を異にすることが明らかである｡
以上によれば, Ｙは, 本件債権譲渡基本契約及びこれに基づく本件譲
渡により, 第一取引によって発生した過払金等返還債務を承継したとは
いえない｡ また, Ｙにおいて上記過払金等返還債務の承継を否定するこ
とが信義則に反するともいえない｣
なお, 本稿は中京大学特定研究助成による成果の一部である｡
過払金返還債務の承継に関する最高裁判例の変遷(一) (濱)()
